







































ると次のような特徴がみられる｡ 第 1には, 中
核的正規労働者の減少と周辺的正規労働者や非
正規労働者, 失業者の激増である｡ これは, こ
れまでにない ｢格差社会｣ を生み出すとともに,
ワーキングプアの増加による ｢少子化｣ の原因
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の利用形態も多様化しつつある｡ 第 3に, 終身
雇用や年功賃金さらには企業内教育訓練・企業












特徴的である｡ 第 4 に, ｢家族だのみ・男性本
位・大企業本位｣ のいわゆる ｢男性稼ぎ主｣ 型
は, 実質的には核家族化や年功賃金・企業福祉
の縮小によって崩壊しつつあるが, トヨタなど
では, 依然として, 夫は正規労働者, 妻はパー
ト, 子どもはアルバイトというような ｢男性稼





























































ク・アニマル｣ や ｢過労死・過労自殺｣ という































































国家の三類型, つまり ｢自由主義的｣ 福祉国家
(アメリカ, カナダ, オーストラリア), ｢保守
的｣ 福祉国家 (オーストリア, フランス, ドイ




































そして, 20 世紀末の現時点において, ようや
く人類史上初めて, 『戦争は悪である』 という
共通認識が生まれ, ともあれ, 国際平和維持の
方向がみえてきた｡ この 『平和社会』 実現の保





そして, 社会主義国家 (ソ連・東欧諸国) が
崩壊し, 資本主義国家が ｢生き残ること｣ がで
きた理由としては次の点が挙げられている｡
｢まず第 1 の理由は, 端的にいえば, 19 世紀中













ある6｣｡ ｢資本主義国家は, 18 世紀以来, 国民
経済の飛躍的発展に寄与した古典的な経済自由















ている｡ ｢もっとも, ベトナム, 中国の実験は,
社会主義を基調としつつ資本主義の要素をとり
入れる工夫をしている例として, 今後 10 年か
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治や経済や社会を構築してきた｡ それが 20 世
紀における福祉資本主義国家であり, ファシズ
ム国家であり, 社会主義国家である｡ しかし,






















る各国の社会 (民主) 主義政党であった｡ 資本
主義政党である保守党は, 体制維持のために,
最初は, いやいやながら, のちにはある程度積




の, 『ごまかしの』 国家である, と痛烈に批判
したのは, この意味では正しい｡ したがって,
現代福祉国家も, 本質的には 『資本擁護』 のた
めの国家・社会という性格を有している｡ 福祉






























かつて, 正村公宏は ｢21 世紀の改革派の課
題｣ ということで, 次のように述べているが興
味深い指摘である｡ ｢『低成長』 または 『ゼロ成
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質的に意味のある問題に対する挑戦を試みよう
とするこころざしをもって育っている状態が実










主主義の確立が課題｣ で, ｢20 世紀の改革派に
とっては社会民主主義の確立が課題｣ であった
と述べ, 21 世紀の改革派の特に留意すべき点
として次ぎの 3 点を挙げている｡ 第 1 は, ｢地
球｣ を強く意識した政策体系を用意すること,
第 2 に, ｢環境｣ と ｢資源｣ を意識した政策体




主党を結成した (いわゆる 55 年体制の成立)｡
その際, 自由民主党は ｢総合計画による生産増
強｣ ｢社会保障政策の実施と完全雇用, 福祉国
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日本にとっての福祉国家・社会建設の難しさ


























































祉国家構想｣ として ｢六つの柱｣ を挙げてい
る21｡ 第 1 の柱は, 憲法第 25 条の謳う, 人間の
尊厳にふさわしい生活を営むことを保障する権
利を実現するために必要な雇用保障と社会保障
の体系である｡ 第 2の柱は, そうした社会保障
の体系を実現し福祉国家を運営する税・財政政
策である｡ 第 3の柱は, 政府の新成長戦略や復
興構想会議の提言が示すような, 大企業本位の
経済成長ではなく, 農業, 漁業, 地場産業, 福
祉型公共事業, 教育・医療・福祉領域の雇用拡
大を中心とする地域と地場産業主体の経済構想










はできないが, ここでいう ｢新福祉国家｣ が,
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いうと必ずしもそうはなっていない｡ 全労連に
は, まだ ｢福祉国家｣ へのアレルギーがあるが,
以前は福祉国家に批判的であった労働総研代表




















雑誌 『経済』 でも, ｢平和・福祉国家｣ とい
う言葉がときどき使われるようになった｡ 少し
前になるが ｢座談会 社会保障 『構造改革』 の
焦点と平和・福祉国家への展望｣ のなかで, 二
宮厚美は次のように述べている｡ ｢まず前提と
して, 肝心の 『社会保障』 とか 『福祉国家』 に
つきまして, 明確に確立された体系, 定義は,
今なお通説はない, と言っていいと思います33｣｡
そして, 当時, 問題となっていた, ｢構造改革｣
の見直しが, 反面では, ｢21 世紀に展望できる
新しい福祉国家の担い手を, つくりだしてい































































成熟度の低い 『日本型福祉社会』 が, 人々に貧
弱な 『福祉国家イメージ』 を与えてきたことは
否定できない｣｡

























次の 4つが挙げられている｡ (1) 受動的な所得
再分配型から能動的な参加保障型への転換,
(2) 事後的な救済から多様な選択を可能にする
事前的な能力形成支援, (3) いわゆる 『J字型』




の形成, などであり, こうした方向は, 市場主
義とも, かつての利益誘導型 『土建国家』 とも,
さらには 20 世紀型福祉国家とも異なる, いわ






説明している｡ 一つは ｢一番広い定義｣ で,




























関 (ILO) の第 100 号条約 (いわゆる ｢同一報
酬条約｣) として国際的に多くの国によって批
准され, すでに労働の分野での基本原則となっ




た ｢日本の社会政策学会に, 資本 賃労働関
係とは異なるフェミニズムの視点が持ち込まれ




収録されていない)｡ その後, 1984 年の第 69
回研究大会での竹中恵美子報告, 1991 年第 83
回大会での木本喜美子報告, 1992 年の第 84 回











われた｡ ｢『同一価値労働同一賃金』 は, ……科
学的経済学からすれば理論的に誤った考え方で






























の確立です｡ そのためには, 『労働』 でなく
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この論争について川口和子は次のように述べ



























価値労働』 というより 『同一労働』 なのではな
いか｡ また職務評価の技法が主観的なものであ




















































はなく, 各人の 『能力』 で決められているので
ある｡ この場合, 『能力』 を判定する人事考課・
日本における ｢福祉国家｣ と労使関係





































の存在が不可欠なのである｣｡ 第 3 に, ｢そもそ
も 『仕事基準』 の世界でも変化が起こっている｡
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手すべきではないだろうか53｣｡













































































に述べている｡ ｢それは, ……, 歴史の理解の
問題としても, 実践的にも, 企業社会を保守の
対象とみなすことではない｣｡ ｢企業社会｣ は保
守の対象ではないけれど, ｢終身雇用｣ や ｢年
功賃金｣ は守るべし, という主張である｡ この
著者たちがどんな将来像を描いているのかは不
日本における ｢福祉国家｣ と労使関係





できるのか, 大いに疑問である58｣｡ 森が ｢個人
単位賃金｣ に改変しなければならないと説くこ












































































労働同一賃金』 と 『同一価値労働同一賃金』 の
違いをあれこれ詮索することは生産的でない｡
研究ノート




















































































































業別に組織された 『工員』・『職員』 一本の 『混




































て, この章の最後に, ｢私はこの 1976 年時点に










あろうか｡ 特に, 第 2についていえば企業別組
織の制約からの脱却の努力として評価すべきで
あって, このような 『コロンブスの卵』 は頂け
ない｡｣ ｢戸木田氏の 『企業別労働組合』 評価論
は, 私がいくたびか遭遇した東京・神奈川の争
研究ノート
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議団活動家の苦渋を想起すると, あまりにも現
実超越的議論である75｡｣ と批判している｡ また,
戸木田の ｢『右傾化』 の原因｣ についても批判









































れず｣ におり, このような ｢女性と労働組合と

































































































結集する ATU (全トヨタ労働組合), それを
サポートする ｢ATU サポート市民の会｣, そ
して, フィリピントヨタ労組の権利容認の闘い
を支援する ｢フィリピントヨタ労組を支援する
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